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○生活支援型デイサービス運営事業 《高齢介護課》

本サービス対象者の最大母数９，４１３人に対し、サービス利用者の実績は２５人で、
全体のわずか０．２％に留まっている。また、当該利用者１人あたりの町補助額は年間
約２２万６千円で、一部の利用者に対し高額の補助を行うことは、公平性の観点から問
題がある。

◇

周知方法が民生委員の任意による声かけとなっており、本サービスを必要としている
高齢者に広く公平に周知されているか疑問である。

利用者はすべて女性であり、男性向けのプログラム設定等が不十分である。

◇

類似事業は介護保険事業特別会計予算により実施されているのに対し、本事業は町
一般会計予算の一般財源により実施されている。
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◇

類似事業である一般高齢者アクティビティ教室、二次予防事業対象者アクティビティ教
室と本事業とを比較した場合の、本事業サービス利用者への厚遇（昼食代の補助等）
の理由が明確でない。

◇

評
　
価
　
結
　
果

本事業は、上記「事業の現状・課題」欄のとおり、公平性の観点から問題があるため、
一般財源による単独の事業としては即刻廃止すべきであるが、サービス自体の存続は
必要であり、また多くの高齢者のニーズに応えるためにも、需要が高い類似事業（一般
高齢者アクティビティ教室、二次予防事業対象者アクティビティ教室）と統合し、介護保
険事業特別会計予算により実施すべきである。

今後の事業展開にあたっては、次の点についても検討願いたい。

年齢や身体状況に応じた段階的なプログラム内容

*

◇

一般財源による単独事業としての本事業については廃止とするため、「予算額 なし」と
する。なお、類似事業との統合にあたっては、統合・連携により事業の効率性を高め、
統合後の総予算の減額を図られたい。

◇

事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性 　　休止・廃止　休止・廃止　休止・廃止　休止・廃止　（委員別内訳　 休止・廃止：５）

予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額 　　な　しな　しな　しな　し　（委員別内訳　なし：５）

限られたごく一部の高齢者に周知するのではなく、『高齢者ガイドブック』などの周
知資料を対象年齢の高齢者がいる全家庭に配布するなど、周知の公平性

男性向けプログラムの開発など、男性も参加しやすい事業内容

事業統合による提供メニュー・サービスの多様化























◇

《補助意見：要改善》

○はり・灸・マッサージ治療扶助事業 《高齢介護課》

開始から既に３６年が経過している事業である。開始当初にはそれなりの意義があっ
たと思われるが、要介護度４又は５の高齢者を在宅介護している家族と７５歳以上の
高齢者に対し、健康維持及び増進を目的として、はり・灸・マッサージの３種のみを補
助対象としている本制度は、現在の多様化した利用者のニーズに合致していないと思
われる。

神奈川県後期高齢者医療制度事業補助金を得ているとはいえ、平成２４年度の町負
担は総事業費の５割を越え、約１７４万円を支出している。また、利用者に関し、所得制
限などは設けていない。

利用対象者の最大母数３，９９５人に対し、利用者数は４０９人（うち、在宅介護している
家族の利用は３人のみ）で全体の１０．２％に留まっており、少数の利用者に補助を
行っているという現状は、公平性の観点から問題がある。また、町民の健康維持及び
増進という観点からすると、費用対効果が非常に低いと言える。

◇

◇

◇

　　な　しな　しな　しな　し　（委員別内訳　なし：３、減額：２）

事業を廃止することによる「予算額 なし」が望ましいが、即時廃止が難しいようであれ
ば、廃止に向けた段階的措置を検討し、減額とすべきである。

◇
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事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性 　　休止・廃止休止・廃止休止・廃止休止・廃止
　　　（委員別内訳　休止・廃止：３、抜本的見直し：１、要改善：１）

予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額

近隣自治体においても、近年、同事業を廃止しているところが多い。

はり・灸・マッサージの３種のみを補助対象としていること、また、利用者数が対象者数
のわずか１０％であることから、即刻廃止とすべきである。

◇

一部高齢者の経済的負担軽減として利用されている本事業は、妥当性に欠けるため、抜本的に見直す

必要がある。補助対象者を在宅介護している家族に限定するなどの制度改正を行い、制度周知に努力

されたい。ただし、この制度改正により神奈川県後期高齢者医療制度事業補助金が受けられなくなる場

合、又は制度改正後に周知を徹底しても利用率が上がらない場合には、廃止が妥当である。

《補助意見：抜本的見直し》

◇

事業開始から３６年経過していることを踏まえて、町民の要望に応える事業展開に関する検討が必要。

また、利用率が低い在宅介護者への周知徹底を図られたい。

◇













予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額 　　減　額　減　額　減　額　減　額　（委員別内訳　減額：４、現行：１）
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評
　
価
　
結
　
果

本事業は、平成２１年度外部評価の対象事業となっており、その際に町の方針を
「シルバー人材センターの自立を進めるため、民間からの受注拡大を図り、運営に
必要な経費や職員人件費を賄えるよう見直しを進める。」としているにもかかわら
ず、現在まで大きな改善が行われることなく、ほぼ同額の補助金が支出されてい
る。

＊

◇ シルバー人材センターの自立に向け、自主財源確保のため、民間からの受注増と職
域拡大を強力に推し進められたい。

赤字経営であっても町職員と同等の給与が保証されている現状では、経営や営業に
関して職員に改善を促す動機付けに乏しい。

◇

県内他市町のシルバー人材センターと寒川町を比較すると、寒川町は総事業規模に
対し職員数が多く、町の補助金額も相当大きい。職員数が少ないにもかかわらず受注
金額が高く、市町補助金額が少ないなど優れた他市町シルバー人材センターの取り組
みの検討（ベンチマーキング※）を行うなど、抜本的見直しが必要である。

◇

◇

配分金額に対する事務費の割合を、現状の８％から、職種により割合の幅を持たせる
などの工夫を検討し、運用されたい。

○シルバー人材センター支援事業 《高齢介護課》

高齢化が進む現在において、町の高齢者の就労促進を目的として、高年齢者等の雇
用の安定等に関する法律に基づき設置されている寒川町シルバー人材センターに対
し支援を行うことは妥当であると考える。しかしながら、その支援としての補助金につい
ては、次の点から額の妥当性に問題があると言える。

シルバー人材センターの職員（常勤）４名の人件費補助として、約２，１００万円の
補助金を町から支出しているが、この４名という体制は、県内他市町のシルバー人
材センターと比較した場合、職員数が多く、町からの補助金も多い。（例えば三浦
市のシルバー人材センターの場合、常勤職員２名で、国庫補助金は８７０万円と寒
川町より多いが、市補助金は１，１００万円と、寒川町の約半分である。）

＊

シルバー人材センター職員の給与は町職員の給与と同等であり、一般の民間企
業と比べた場合、かなり高額であると言える。赤字経営であるにもかかわらず、設
立当初からの経緯だとして明確な理由もなく、公務員試験を経ていない職員の給
与を町職員と同水準にしている。

＊

◇

事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性 　　要改善要改善要改善要改善　（委員別内訳　要改善：３、抜本的見直し：２）

網掛け部分を修正（一文だったものを二つに分けた上で、表記を修正）

※ 「ベンチマーキング」とは、同じプロセスに関する優良・最高の事例（ベストプラクティス）を分析し、業務

効率向上へとつなげる経営手法。

組織に見合った職員構成及び給与にする、企業努力により大幅に受注を増やす（町事
業の委託を含む）、などの取り組みをシルバー人材センターに指示し、町補助金は大
幅に減額。

◇









































































































◇

○就学援助等事業(小学校・中学校) 《学校教育課》

本事業の主な支援対象は、小中学校ともに準要保護世帯であるが、準要保護世帯に
対する就学援助費については、平成１７年度から国庫補助が廃止されている。

◇

所管課では、次のことを課題として捉えている。

援助が必要であるにもかかわらず未申請である保護者が潜在的に存在すると考
え、より効果的な制度の周知徹底が必要。

＊

事
業
の
現
状
・
課
題

日本語を習得していない外国籍児童生徒の保護者に対し、制度説明を十分に行う
ことができていない。

＊

評
　
価
　
結
　
果

援助を必要としている世帯に適確に援助できるよう、外国籍の世帯を含め、更なる制
度の周知徹底に努められたい。また、援助費・奨励費が適正に使用されるよう、保護
者としての自覚を促すことも必要である。

◇

外国籍世帯への周知については、町独自のものを作成するのではなく、先行自治体や
県の支援団体を活用し、経済的・効率的に実施することにより、予算の増額を抑えられ
たい。

◇

事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性 　　現　行現　行現　行現　行　（委員別内訳　現行：４、要改善：１）

予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額 　　現　行現　行現　行現　行　（委員別内訳　現行：５）

生活保護を受けている世帯（要保護世帯）は国から手厚く保護されているが、準要保
護世帯は国庫補助が廃止されているという状況下で、教育の機会均等と子どもの教育
を受ける権利を保護するために、本事業は現行どおり継続すべき事業である。なお、
世帯収入の正確な捕捉が困難である以上、現行の所得制限に新たな条件等の追加を
行って、更なる公平正を確保することは難しいと思われるが、準要保護の基準の明確
化や審査の精度向上など、更なる努力をお願いしたい。

◇





























【公園等整備事業】

【公園等運営管理経費】

【公園等整備事業】

【公園等運営管理経費】

【公園等整備事業】

【公園等運営管理経費】

新たな公園等の整備は抑制し、公園内施設の整備については、必要性を十分に吟味
のうえ実施されたい。

◇

公園の維持管理については、町民に愛される公園づくりという観点から、町民との協働
による実施を図る必要がある。

◇

事業の方向性事業の方向性事業の方向性事業の方向性

予　 算 　額予　 算 　額予　 算 　額予　 算 　額

【公園等運営管理経費】 現行 現行 現行 現行 （委員別内訳　現行：３、要改善：２）

【公園等整備事業】 要改善 要改善 要改善 要改善 （委員別内訳　要改善：４、抜本的見直し：１）

【公園等運営管理経費】 現行 現行 現行 現行 （委員別内訳　現行：４、減額：１）

【公園等整備事業】 減額 減額 減額 減額 （委員別内訳　減額：３、現行：２）

事故に直結しかねない遊具等安全点検については、点検スケジュールや点検整備表
を作成し、点検漏れの無いよう留意する必要がある。

◇

矢島公園の整備については、地域住民の要望を確認し、主たる使われ方を想定したう
えで整備する必要がある。

◇

○公園等整備事業

公園の維持管理については、地元自治会の活用や公園ボランティア団体の設立支援
など、官民協働で実施する道を探るべきである。

◇

現状の町民１人あたりの公園面積３．９㎡に関し、町民から特段の不満は無いようであ
り、また、現在の町財政状況から判断しても、県の目標に対し早急に対処する必要は
ないと思われる。今後、整備目標等を設定するあたっては、単に県の目標に沿うので
はなく、寒川町の地理的特徴や町民ニーズを踏まえて町独自の目標を掲げるべきであ
る。その際には、町民の居住エリア・年齢層等を考慮し、遊具中心・緑中心の別など、
町民ニーズに沿ったきめ細かい整備計画の策定が望ましい。

◇

事
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評
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○公園等運営管理経費 《都市計画課》

本事業では、県の目標に沿い、町民１人あたりの公園面積５．５㎡を目標として整備を
進め、現状値は３．９㎡である。しかしながら、横浜市や川崎市のような都市部に位置
する自治体と違い、豊かな自然に囲まれている寒川町において、県目標である５．５㎡
を町の目標とする意義があるのか疑問である。

矢島公園の整備に多額の費用をかけているが、実際に使いやすい公園なのか、地域
住民の意向が反映されているのか疑問である。

◇

◇

公園の維持管理に関し、除草清掃、芝生管理、樹木選定、遊具等安全点検などを業者
委託し、適正に管理している。なお、業者の選定にあたっては、より安価なシルバー人
材センターを活用するなど、コスト削減の観点からも対応している。

◇

他自治体では、公園の維持管理を市民ボランティア団体と協働して行うケースも多い
が、寒川町にはそのような活動実績はない。

◇




































